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重点化
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
子ども、高齢者、障がいのある人等が住みな
れた地域で安心して生活ができるよう、身近な
ところで専門職が迅速かつ適切な相談支援を
行う福祉総合相談支援を充実していきます。
今後は、顔の見える相談支援となるようなしく
みづくりが必要です。

関係機関との連携のもと、市民にとってわかり
やすい相談支援体制へと整備していきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1201
官民協働による、新たな福祉の総合相談支援を
行う体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131100
健康福祉部福祉相談
調整課

0595-22-9668

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

民にとって分かりやすく、身近なところで相談支援ができる体制を新たに整えます。

すべての市民にとって、わかりやすく、より身近で、適切な支援につながる相談窓口となるよう、社会福祉協議会、社会福祉法人など、関係支援
者の連携を強化した体制を整え、相談支援機能を充実します。
また、生活保護に至る前の段階で、生活困窮者が早期に困窮状態から脱却できるよう、多様な就労機会を提供できるしくみを構築するととも
に、自立に向けた相談や就労に向けた生活訓練等の支援体制を整えます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○平成26年4月に地域包括支援センターのサ
テライト（東部　サテライト、南部サテライト）を
新たに設置しました。
○設置したことにより、より身近な場所で相談
支援を行えるようになり、従前より業務が効果
的かつ効率的に行いました。
○主な取組として、
①相談事案調整会議開催（53回）
②高齢者及び障がい者虐待検討委員会開催
（53回）
③地域ケア会議開催
　・随時（19回）、定期（31回）、担当者会議（10
回）
④その他
　・地域ケア会議研修会（３回）
　・健康福祉部事例検討会（20回）
　・健康福祉部内研修会及び視察（4回）

新たな福祉総合相談体制の中で、一定の成
果は得られているものの、市民目線から言え
ば分かりにくい点もあることから、次年度にお
いては、定期的な検証を行い、改善すべき点
は見直していきます。

平成26年４月から実施した福祉総合相談
体制は２年が経過している。平成27年度か
ら総合相談体制の検証をはじめ、平成28
年度には本格的な見直し作業に入ります。
　福祉総合相談体制における調整機能で
ある福祉相談調整課については、平成28
年度からの健康福祉部内の組織編制（こど
も家庭課廃止、こども未来課と保育幼稚園
課新設）に伴い見直しが必要となってきまし
た。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
①相談事案調整会議開催（47回）
②高齢者及び障がい者虐待検討委員会開
催（144回）
③地域ケア会議開催
　・随時（11回）、定期（18回）、担当者会議
（6回）
④その他
　・地域ケア会議研修会（0回）
　・健康福祉部事例検討会（16回）
　・健康福祉部内研修会（3回）
　
　残された課題としては、社会福祉法人・事
業者、社会福祉協議会、行政がそれぞれ
の役割を果たす中で、必要な情報を共有し
連携していく仕組みを具体化していかなけ
ればなりません。
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(続紙)

22,989 21,762

0

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 2

総合相談事業費(09-03-02-
02-577-01)

権利擁護事業費(09-03-02-
03-578-01)

事業概要

01 3 5,147

(千円)

10,372

6,392

施策

H28
予算

複合的な相談内容の総合調整

６５歳以上の高齢者の生活に関するあらゆる相談に対応する。ま
た、障がい者・こどもに関する相談の一次窓口にもなっている。地
域における高齢者等を支えるネットワークを構築する。

消費者トラブルや虐待など、高齢者の権利を侵害する事案に対応
し、高齢者の権利擁護を図る事業を実施する。

生活困窮者自立促進支援モデル事業、生活困窮者自立支援制度
施行円滑化特別対策事業を実施する。(平成27年度から生活困窮
者自立支援事業(01-03-01-01-916-51)に移行）

39,15340,141

23,062

10,944

社会福祉一般事務経費(01-
03-01-01-183-01)

2

1

3

27
重
点

2

事務事業名

福祉総合相談支援事業(01-
03-01-01-183-02、09-03-
02-04-579-02)

1

3

28
重
点

1201 官民協働による、新たな福祉の総合相談支援を行う体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 →

03 →

0

10,254

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

福祉総合相談体制により、市内３箇所の地域包括支援センター（相談一次窓口）を設置後、市民に分かりやすく、すべ
ての相談に応じ、多岐にわたる課題にたいする支援がスムーズに行えるようになりました。課題は支援を行うための調
整機能が充分であったのかは、３年目を迎える平成28年度に検証し、必要に応じた見直しを行いたい。

福祉総合相談体制の検証と見直しを行い、より利用しやすい体制づくりに努めていきます。

中
間
総
括

38,408

→6,780
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児童虐待の進行管理
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指
標
名

指
標
の
説
明

虐待の相談事業で、支
援後解決につながった
人数

H28目標 35

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
家庭児童相談員や女性相談員により、児童虐
待やＤＶも、その内容が複雑化し多様な対応
の中で支援を行っています。今後は、通報、相
談、保護、自立支援等への体制を強化する必
要があります。

関係機関とのネットワーク強化や情報共有を
行いながら支援体制の強化を図っていきま
す。また、研修や講演会を通じて、市民意識
の向上を図っていきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1202
児童虐待、障がい者虐待及びＤＶ被害等による
関係機関との支援体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131200
健康福祉部こども未来
課

0595-22-9677

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

を図っていきます。

相談者に合った支援を行うため、時には生命にかかわるケースもあることから、必要な情報と的確な判断力により、各相談員が対応します。ま
た、関係機関との密接な情報共有ができる体制を構築していきます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○家庭児童相談員の設置（２名　継続）
○女性相談員の設置（1名　継続）
○家庭児童相談
　・児童虐待通告（102件）
　・児童相談受付（170件）
　・児童相談対応（1482件）
　・家庭訪問（177件）
　・児童相談所送致（４件　7名）
○女性相談
　・女性相談（439件）
　・DV相談（21件）
　・一時保護（８名）
○伊賀市要保護児童及びDV対策地域協議会
開催（1回）
○啓発活動（市広報掲載、CATV放送、リーフ
レット配布）

児童虐待は育児放棄など年々増加傾向にあ
ります。そのための相談・支援の充実はもちろ
んのこと、関係機関との連携などによる支援
体制の強化を図っていきます。

　平成27年度は児童虐待通告件数が過去
最大となり著しく増加しました。これはＤＶ被
害に合わせて子どもが虐待に遭っているな
ど、特に心理的虐待が増加しています。
　悲惨な児童虐待がひとつでもなくなるよう
に、通告が支援の始まりであることを更に
周知していき、早期発見早期対応を徹底し
ていきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○家庭児童相談員の設置（２名　継続）
○女性相談員の設置（1名　継続）
○家庭児童相談
　・児童虐待通告（148件）
　・児童相談受付（379件）
　・児童相談対応（2,086件）
　・家庭訪問（238件）
　・児童相談所送致（1件　1名）
○女性相談
　・女性相談（450件）
　・DV相談（31件）
　・一時保護（2名）
○伊賀市要保護児童及びDV対策地域協
議会開催（1回）
　・実務者会議（3回）
　・ケース検討会議（30回）
○啓発活動（市広報掲載、CATV放送、リー
フレット配布）
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(続紙)

351 270

4,186

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 →

子育て支援対策事業(01-
03-04-01-218-01)

児童福祉一般経費(01-03-
04-01-216-01)

事業概要

01 2 2,434

(千円)

0

2,326

施策

H28
予算

伊賀市女性相談員設置に関する規定に基づき女性相談員１名を
配置し、離婚問題の解決やDV被害者への支援などに対応しま
す。

伊賀市要保護児童及びDV対策地域協議会を開催し、協議会構成
員が相互に連携を取りながら、要保護・要支援児童、特定妊産婦
及びDV被害者に支援できる体制を整えます。

事業を見直し、平成27年度から家庭児童相談事業(01-03-04-01-
216-53)に

伊賀市家庭児童相談室設置要綱に基づき、家庭における適正な
児童教育・福祉向上や児童虐待防止に対する家庭児童相談員２
名を配置し、要保護児童を適切に支援します。

6,9676,964

313

4,2201
家庭児童相談事業(01-03-
04-01-216-53)

2

3

1

27
重
点

2

事務事業名

女性相談事業(01-03-04-
01-216-51)

3

28
重
点

1202 児童虐待、障がい者虐待及びＤＶ被害等による関係機関との支援体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 1

3,999

0

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

子どもや障がい者に対する虐待が増加傾向にある。原因は子育てや介護疲れによるストレスが大きな要因と考えるた
め、家庭児童相談員や女性相談員が適切な相談対応と支援を行うため、より一層の関係機関との連携を図ってきまし
た。
　虐待を防止するためには、市民啓発はもちろん、子育て支援の充実を図り、育児負担の軽減されるサービス提供が
必要と考えます。

虐待に至るまでに、子育てや介護に対する支援を確立し、家族とともに支援できる体制づくりを検討して必要がありま
す。

中
間
総
括

6,595

→2,427
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保護者からの(との)相
談件数(件）

指
標
名

指
標
の
説
明

保育所（園）・幼稚園・小
中学校への訪問回数の
増加に伴う保護者から
の（との）相談状況

H28目標 400

市
民
意
識
調
査
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果
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
保育所（園）、幼稚園、小中学校への訪問を行
い、「気になる」子どもを早期に見つけ、その
子どもに合った発達支援を行っています。乳
幼児期から学齢期、青年期までの途切れない
支援サポートの強化が必要です。

途切れない支援のため、福祉、教育分野での
双方の情報の共有が必要不可欠です。また、
療育センター機能の整備を行い、市民ニーズ
に応えていきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1203
乳幼児期から学齢期、青年期まで途切れのない
支援を行う体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131200
健康福祉部こども未来
課

0595-22-9677

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

保護者と支援者が子どもの発達についてともに考え、必要に応じて関係機関との連携を図りながら、「気になる」ことの原因を早期に見つけ、そ
の子どもに合った発達を支援します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○保育所（園）、幼稚園、小中学校への巡回
訪問（424回）
○関係機関との連絡調整
○ケース会議（29回）
○保護者、関係者との面接相談
　（来所61件、訪問239件　合計300回）
○学校等における職員研修等への協力（21
回）
○子ども発達支援センターの配置について
は、総合相談体制や療育センター機能・整
備、更には新庁舎整備に大きく関係すること
から、当面は「療育センター機能・設置」に向
けた検討を中心に行います。

療育センター設置について、医療部門も含
め、平成27年度中には一定の方向性を出して
いきます。

発達外来の設置に向け、必要な医療資源
の確保できるよう、引き続き取り組みます。
言語聴覚士や臨床心理士等専門職によ
り、障がい児童や支援が必要な児童及び
保護者への支援体制を充実していきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○保育所（園）、幼稚園、小中学校への巡
回訪問（459回）
○関係機関との連絡調整
○ケース会議（34回）
○保護者、関係者との面接相談
　（来所30件、訪問256件　合計286回）
○学校等における職員研修等への協力
（26回）
○伊賀市完結の「療育」を目指し、平成24
年度から庁内プロジェクトの「療育のあり方
検討会」を設置し、伊賀市の資源を活用し
た療育機能について検討を行ってきまし
た。
　平成27年度には保育・医療における医療
部分を検討し、発達障がいを診断・診療で
きる医療資源の確保を進めています。

平成28年度
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(続紙)

834 695

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
５歳児発達相談事業(01-
03-04-01-220-52)

事業概要

01 1 6,807

(千円)

4,494

施策

H28
予算

子どもの成長発達に不安や悩みを抱えている保護者等の相談に
応じ、関係機関と連携をとりながら、その子どもの発達特性に応じ
た途切れない支援が受けられるようサポートします。

現行の乳幼児健診では明らかにされなかった社会性の発達の問
題や軽度の発達上の問題を明らかにします。また保護者が子ども
の発達特性を正しく理解し就学支援につなげます。

8,8075,512

2,000

1

2

27
重
点

1

事務事業名

発達支援センター運営事業
(01-03-04-01-220-51)

2

28
重
点

1203 乳幼児期から学齢期、青年期まで途切れのない支援を行う体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

乳幼児期から途切れのない支援を行うため、平成26年度から5歳児発達相談事業を実施しました。これは、年中児を対
象として集団場面の観察や乳幼児健診で明らかにされなかった子どもの発達特性や、社会性の発達の問題を明らかに
するもので、市内19園をモデル的に実施しました。
　療育センター機能の検討については、次年度も引続き行っていきます。

5歳児発達相談については、平成28年度から市内全園（32園）を対象に実施を計画している。これにより「気になる」子
どもを早期に見つけ、子どもに合った発達支援を行います。そのためには「発達外来」の必要性が高くなり、平成28年度
中に一定の方向を打ち出していきたいと考えています。

中
間
総
括

5,189

→4,678



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

介護サービス利用率
（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

65歳以上の第1号被保
険者のうち要介護認定
を受け介護サービスを
利用する者の割合

H28目標 18.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
地域で安心して暮らせるための様々な取り組
みが、スムーズに行えるように、医療、介護、
予防、住宅などの生活支援が日常生活の場
で一体的に提供することができるしくみ（地域
包括ケアシステム）の構築に取り組んでいま
す。そのためには、保健、医療、福祉分野の
連携・強化が必要です。

今後、介護や医療に対するニーズの増加が
見込まれることから、在宅介護、在宅医療を
中心に、その支援のしくみづくりが必要です。
その一環として、医師や専門職で構成する
「保健・医療・福祉分野の連携検討会」を毎月
開催し、在宅支援に必要な連携のあり方につ
いて、事例検討や講演会を行いながら議論し
ています。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1204
医療・介護サービスが一体的に提供できる体制
づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

130500
健康福祉部介護高齢
福祉課

0595-22-9634

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

宅などの生活支援が日常生活の場で一体的に提供することができるしくみ（地域包括ケアシステム）の構築をめざします。

高齢者の在宅生活を支え、家族介護者の負担を軽減することで、高齢者虐待等を防止するため、必要な生活支援サービスや医療・介護サービ
スを充実するとともに、地域のなかで切れ目なく継続的に提供できるネットワークづくりを推進します。
また、高齢者に対する運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上、認知症等の予防に関する知識を深めるための啓発を進めるとともに、地
域における予防活動等の担い手育成を行いながら、見守り支え合う体制づくりを促進します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○保健・医療・福祉の連携会議（連携会議6
回、事例検討会議3回）を実施し、連携会議の
メンバー以外の参加も求め、在宅医療や在宅
介護に対する現状課題の共有を図った。個別
事例研修を通じ、多職種による解決策に対す
る議論を行いました。
○地域包括ケアシステムのイメージ図につい
ては、市民目線でのイメージ図に改善しまし
た。
○介護保険制度の改正や2025年問題を見据
えた「第4次高齢者福祉計画・第6期介護保険
事業計画」を作成しました。要支援１・２に対す
る支援については、平成28年度末までに、支
援のしくみ構築します。
○認知症初期集中支援チームについては、準
備段階を経て平成27年9月頃立上げを行いま
す。

○地域包括ケアシステム構築には、「保健・医
療・福祉の連携」が必要なことから、引き続き、
議論を重ね、市民に分かりやすい支援のしく
みが動き出せるよう取り組んでいきます。

○地域包括ケアシステム構築には、「保
健・医療・福祉の連携」が必要なことから、
引き続き、議論を重ね、市民に分かりやす
い支援のしくみが動き出せるよう取り組ん
でいきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○保健・医療・福祉の連携会議4回と事例
検討会議5回を実施し、連携会議以外のメ
ンバーも参加し、在宅医療や在宅介護の現
状･課題を共有した。個別事例研修を通じ、
多職種で解決策を議論した。
○市が目指す地域包括ケアシステムを、第
3次地域福祉計画で「みんなが活躍できる
地域のしくみづくりをめざします」として、そ
のイメージ図と合わせて位置づけた。
○介護予防・日常生活支援総合事業（新し
い総合事業）は、平成28年10月に段階的に
開始できるよう、運営基準等の検討を行っ
ている。・1月には社会福祉法人検討会を、
3月には通所事業所、訪問介護事業所との
意見交換会を開催した。
○認知症初期集中支援チームは、10月に
設置し、認知症専門医、保健師、社会福祉
士、介護支援専門員により、医療機関への
受診手伝いや介護者負担の軽減等の支援
を行っている。

平成28年度
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実績 



(続紙)

0 0

6,348

26,766

15,259

73,515

13,261

18,691

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

17,293

保健・医療・福祉分野の連
携体制構築事業(09-03-02-
06-920-51)

在宅医療・介護連携推進事
業(09-03-02-05-580-11)

事業概要

01

38,524

12,199

0

1,767

5,355

1,755

164

(千円)

06

254

1,755

施策

H28
予算

指定管理経費8,775,000円　　　　　（H26.4.1～H31.3.31）

保健・医療・福祉分野の専門職による３分野の連携のあり方検討
経費

保健・医療・福祉分野の連携検討会及び事例検討会に係る費用

寝たきり高齢者への給付事業

高齢者がいきいきと過ごせるよう、身近な地域で楽しむ事ができる
憩いの場の提供経費

敬老の日に市内に高齢者をお祝いする事業

各老人クラブが実施する事業に対する補助金事業

６５歳以上の高齢者を対象に要介護状態とならないための介護予
防についての知識を普及啓発する事業

介護認定調査一次審査に係る事業

介護保険の対象外となるサービスを提供します。

在宅生活が困難な高齢且つ低所得者を施設入所させる事業

地域高齢者の健康管理維持・機能回復・介護予防経費

936,858

265,402

128,737

39,219

390,018

908,290

24

0

6,120

22,566

13,317

10,530

寝たきり高齢者等福祉手当
支給経費(01-03-01-01-
188-54)

27
重
点

事務事業名

大山田福祉センター維持管
理経費(01-03-01-01-184-
04)

3

28
重
点

1204 医療・介護サービスが一体的に提供できる体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 新規

03 皆減

5,235

148

10 →13,918 11,911
介護予防・生活支援事業
(01-03-02-01-204-53)

→62,11409

12 皆減3,512

11 →

3,339

老人福祉施設措置費(01-
03-02-01-205-51)

壬生野福祉ふれあいセン
ター管理運営経費(01-03-
02-01-206-02)

270,502

14 →26,901 26,433

こころの丘管理運営経費
(01-03-02-01-206-51)

包括的・継続的ケアマネジメ
ント支援事業費(09-03-02-
04-579-01)

→13 1,767指定管理経費5,301,000円　　　　　（H28.4.1～H31.3.31）

高齢者が住みなれた地域で尊厳をもって生活することを支援する
ため、在宅・施設などで包括的・継続的にｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが実施でき
るように支援する事業を実施します。

1,767

15 →

0

介護予防支援事業費(09-
04-01-01-581-01)

介護基盤緊急整備等特別対
策事業(09-01-01-01-532-
01)

3

伊賀市内において将来必要となる地域介護拠点の整備を支援し
ます。

介護保険の予防給付の対象となる要支援１・２と認定された方が
介護予防サービス等の適切な利用等を行うことができるよう、予
防給付に関するケアマネジメント業務を実施する。

38,472

07

08 2

→
老人福祉一般経費(01-03-
02-01-203-01)

敬老事業(01-03-02-01-
203-03)

老人クラブ活動助成事業
(01-03-02-01-203-51)

介護予防普及啓発事業費
(09-03-01-01-649-01)

1

2

1

2

17,014

→117

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

330,117

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

第１次再生計画の重点プロジェクトに位置づけれれている「医療・地域福祉連携プロジェクト」では、保健・医療・福祉の
連携を強化し、伊賀市の実情に応じた包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指す「伊賀市版地域包括ケアシス
テム」の形成を進めてきました。平成27年度末に策定した第3次地域福祉計画に、その姿を示しました。

保健・医療・福祉の連携強化を図るため、引続き、個人や地域の課題に応じた、在宅での支援基盤の構築と、伊賀市
版の地域包括ケアシステムの構築に努力していきます。
加えて、平成27年度末で策定しました「第3次地域福祉計画」の趣旨や進め方等については、各地域に浸透できるよう
に進めていきます。

中
間
総
括

→

117

→13,261

17 →5,031 3,531
認知症支援事業(09-03-02-
05-580-09)

18

16 3

848,663

介護予防ケアマネジメント事
業費(09-03-03-02-687-01)
ほか

認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、医療・
介護のネットワークを形成し、認知症の人への効果的な支援体制
の構築を図ります。

380,239

269,801

60,381
認定調査等経費(09-01-03-
02-536-01)

→37,589

→1,755



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

グループホーム及びケ
アホームの定員数（人）

指
標
名

指
標
の
説
明

市内の障害者総合支援
法に基づくグループホー
ム及びケアホームの定
員数

H28目標 76

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
障がいのある人の社会参加や就労支援、就
労定着のため、専門職の配置により、相談か
ら支援へとつなげていく体制の強化を図って
います。また、地域で「自分らしい暮らし」を送
れるよう、その人に合った支援や必要な情報
提供を行い、多様化するニーズへの対応の強
化が求められています。

地域社会の中で、自分の役割や生きがいを持
ち、社会の一員としての自覚と自信がもてる
社会生活が送れるための支援が必要です。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1205 だれもが自分らしく暮らせるまちづくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

130200
健康福祉部障がい福
祉課

0595-22-9657

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

発達と社会参加支援のしくみをつくります。

その人に合った支援を行うために必要な情報提供と相談支援に取り組みます。また、障がいの種別や程度にかかわらず、一生涯を通じて地域
で自立して生活していけるよう支援する体制を構築していきます。

平成27年度
(平成26年度の取組内容と残された課題)
○平成27年度から平成32年度の6年間を期間
とする「第3次伊賀市障がい者福祉計画」及び
その目標値を定める「第４期伊賀市障がい福
祉計画」を策定した。
○障がいのある方の満足度も少しずつである
が高まってきました。引き続き、計画に基づ
き、障がいのある方が地域で安心して暮らして
いけるよう、個別事業の推進に取り組んでいき
ます。
　・地域自立支援協議会開催（２回）
　・定例会議(4回)､専門部会開催(精神保健12
回､就労部会11回､療育部会9回)
・講演会等開催（４回　合計636名参加）
・企業訪問啓発（8～9月）
・ジョブサポーター派遣（利用者12名　派遣回
数230回）
・障がい者支援センターで受けた相談（7750
件）
・ユニバーサルデザイン研修会開催（1回、約
80名参加）

○市単独事業の見直しについては、費用対効
果などを検証しつつ、平成27年度に本格的な
取り組みを行います。

○市単独事業の見直しについては、平成
27年度に費用対効果等を検証し、平成28
年度に取り組んでいきます。

(平成27年度の取組内容と残された課題)
○「第3次伊賀市障がい者福祉計画」に基
づき各施策を進めています。
・地域自立支援協議会（2回）、定例会議（4
回）、専門部会(療育部会6回､相談部会11
回､地域移行部会3回､くらし部会3回､就労
部会4回)を開催し、検討を行なうとともに、
講演会開催2回（164人参加）、障害者差別
解消法研修会1回（134人参加）、企業訪問
啓発（286社）、ジョブサポーター派遣（利用
者12人、派遣回数210回）等を実施した。
・障がい者相談支援センターで受けた相談
件数は約7,000件であり、ユニバーサルデ
ザイン研修会1回（169人参加）を実施する
とともに、ユニバーサルデザインの「情報発
信編」を作成し周知を図った。
○障がいのある方の満足度も少しずつで
あるが高まってきました。引き続き、計画に
基づき、障がいのある方が地域で安心して
暮らしていけるよう、個別事業の推進に取
り組んでいく。

平成28年度
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実績 



(続紙)

39,504 39,222

23,433

2,202

3,628

1,895

7,088

3,628

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

286

特別障害者手当支給経費
(01-03-01-01-188-51)

重度身体障害者（児）福祉
手当支給経費(01-03-01-
01-188-52)

事業概要

01

84,926

9,020

166

1,700

77,805

2,598

372

(千円)

06

12,399

2,604

施策

H28
予算

介護・訓練等給付費を支給決定するにあたり、障害支援区分等を
決定するための審査会に係る経費を支出します。

国の制度である特別障害者手当、経過的福祉手当及び障害児福
祉手当の給付業務

市単独事業である重度障害者福祉手当及び重度障害児福祉手
当の給付業務

障がい者相談支援センターの運営経費

市が委嘱した相談員が地域において、障がいのある人や家族か
らの相談に応じ、必要な助言や指導を行います。

「伊賀市障がい者福祉計画」の推進のため、伊賀市障がい者地域
自立支援協議会で基本施策等を協議し、施策推進のため定例会
議や４専門部会（就労・療育・精神保健・相談）で協議を行う。

重度障がい者が社会活動等に参加するため、自動車燃料費又は
タクシー等乗車料金の一部を助成します。

伊賀市障害者福祉連盟への活動費助成

訓練等施設への通所費用助成

社会福祉法人が行う障害福祉施設整備に伴う借入金等の償還金
助成

１２月の障がい者週間に啓発事業を行います。

市役所内において障がい者の職場実習を行います。

1,913,787

232

1,516,969

84,926

143,917

1,926,360

38,499

11,916

23,811

304

6,509

3,328

障害者支援センター運営事
業(01-03-01-04-193-02)

27
重
点

事務事業名

障害支援区分認定審査会運
営経費(01-03-01-04-199-
57)

28
重
点

1205 だれもが自分らしく暮らせるまちづくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 →

22,395

12,106

10 →8,683 8,683
障害福祉施設整備事業(01-
03-01-04-193-56)

→4,11409

12 →129

11 →

129

障害者福祉啓発推進事業
(01-03-01-04-193-57)

障害者職場実習事業(01-
03-01-04-193-58)

226

14 →2,347 2,379

障害者就労定着支援事業
(01-03-01-04-193-60)

介護用品給付事業(01-03-
01-04-193-61)

→13 2,059
ジョブサポーターを派遣し、一般就労した障がい者の就労定着支
援を行います。

在宅重度障がい者に対する介護用品購入費助成

1,657

15 2 →

1,515,434

2

1

きらめき工房管理運営経費
(01-03-01-04-200-54)

介護・訓練等給付費(01-03-
01-04-199-51)

2

1
障害者総合支援法に基づく介護・訓練等給付や児童福祉法に基
づく障害児支援給付等の給付を行います。また、障害支援区分を
認定するための審査会を開催します。

指定管理によりきらめき工房いが及びきらめき工房あおやまの施
設運営及び管理を行います。

84,926

07

08

→
障がい者相談員設置事業
(01-03-01-04-193-04)

地域自立支援協議会運営経
費(01-03-01-04-193-05)

重度障害者タクシー料金等
助成事業(01-03-01-04-
193-51)

障害者福祉団体活動支援事
業(01-03-01-04-193-52)

284

→318

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

131,535

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

　地域で自立した生活が出来る支援としてグループホーム整備については、現在、市内で18箇所（定員84人）でありま
す。また、市外のグループホームに伊賀市民の方が生活されている方々を含め、97名の方々が利用されています。第4
期伊賀市障がい福祉計画に基づき、平成27年度末目標が95名、平成28年度末で100名、最終年度末で105名の目標と
しています。地域で安心して暮らしていけるよう、障がい者相談支援センターや障がい者相談員、福祉総合相談のなか
で、その人に合った相談や支援を行ってきました。

　障がい者への支援については、相談から支援につなげるための体制強化が求められており、それに必要な本人の力
を伸ばすこと、家族負担の軽減、専門支援員の育成・確保等が必要となっている状況であります。
　引続き、第3次障がい者福祉計画に沿った支援策を着実に進めていく必要があります。

中
間
総
括

→

210

→7,147

17 3 →76,281 77,1023
自立支援医療給付事業(01-
03-01-04-199-53)

18

16 1

1,924,495

盲人ホーム管理運営経費
(01-03-01-04-200-51)　ほ
か

3
日常生活能力等の回復又は障がいの軽減、改善をするための医
療費の助成を行います。

142,309

172

4,167
障害者施設通所費助成事業
(01-03-01-04-193-54)

→1,514,171

→2,792



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

地域で安心して暮らせ
ると感じる満足度（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

まちづくりアンケート（地
域で安心して暮らせると
感じる市民の満足度）

H28目標 41.7

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
地域課題の把握、共有、課題等を解決するた
めの議論場として、各住民自治協議会に「地
域ケアネットワーク会議」を設置して、見守り
や支え合い体制を構築します。また、地域福
祉推進の要であり、その役割を担っている社
会福祉協議会に対して財政支援を行っていま
す。引き続き、地域ネットワーク会議設置の推
進と、地域での見守りや支え合う体制づくりを
進めていきます。

市民の困りごとやニーズ、地域課題の多様化
に対応するための体制づくりに取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1206 地域における、見守り、支えあう体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131000
健康福祉部医療福祉
政策課

0595-22-9634

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

2025年問題が現実となるなかで、相談支援機関と連携した地域における支援のしくみを構築するため、地域内関係者が住民自治協議会にお
ける課題把握や情報を共有し、地域課題解決に向けた検討をする場として、地域ケアネットワーク会議の設置を推進します。
また、地域住民による支援のしくみづくりや取り組みが継続して実施できるよう、社会福祉協議会が地域福祉活動への支援を行いながら、地域
での見守りや支え合う体制づくりを進めます。

平成27年度
(平成26年度の取組内容と残された課題)
○平成26年度限りであった臨時福祉給付金
事業は平成27年度も継続していく。
 ・臨時福祉給付金（14,122名）
○社会福祉法人許可・指導監査
・平成25年4月から県から社会福祉法人の認
可及び指導監査が移譲され、適正な法人運営
や経営の安定化を図るため、必要な指導や助
言を行った。（４法人）
○地域ケアネットワーク会議の設置（2箇所、
合計10ヶ所）
○地域福祉計画推進委員会を4回開催し、計
画の進捗状況や評価を行った。
○福祉後見人登録者（1名、合計14名）
○福祉有償運送法人登録数（2団体、合計12
団体）
○福祉有償運送利用者数（35,000名）
○配食サービス配食数（44,333食）
○社会福祉協議会の住民自治協議会への支
援（256回）

平成26年度で完結できなかった伊賀市保護司
会の事務局切り離しについては、平成27年度
から担当部署が「医療福祉政策課」に変更に
なり、引き続き、協議・検討を行います。

保護司活動に必要なサポートセンター設置
や自主運営については、保護司会との協
議は継続して行っています。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○臨時福祉給付金（16,753名）
○社会福祉法人許可・指導監査
・平成25年4月から県から社会福祉法人の
認可及び指導監査が移譲され、適正な法
人運営や経営の安定化を図るため、必要
な指導や助言を行いました。（４法人）
○地域ネットワーク会議の設置（8箇所、合
計18ヶ所）
○地域福祉計画推進委員会を5回開催し、
計画策定及び進捗状況・評価を行った。
○福祉後見人登録者（3名、合計17名）
○福祉有償運送法人登録数（12団体）
○福祉有償運送利用者数（延べ35,368名）
○配食サービス利用者（144名、46,600食）
○社会福祉協議会の住民自治協議会への
支援
　・地域ケアネットワーク会議設立に対する
支援に加え、その他地域福祉体制づくり等
に対して支援を行った。（35回）

平成28年度
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(続紙)

110,934 107,855

11,730

5,368

10,265

0

117,687

10,262

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05 2

02

04 →

0

社会福祉協議会関係経費
(01-03-01-01-183-51)

地域福祉推進事業(01-03-
01-01-185-51)

事業概要

01

1,477,000

1,440

12,773

2,569

570

8,264

2,493

(千円)

06

6,600

7,634

施策

H28
予算

事業番号０４福祉有償運送支援事業に統合

社会福祉協議会が地域福祉活動を行うための人件費及び運営経
費に対する補助

伊賀市地域福祉後見サポートセンター運営事業、地域福祉権利
擁護事業への補助金

福祉有償運送事業への補助金

１人暮らしの高齢者等が、地域で暮らし続けることが出来るための
支え合い体制づくり経費(委託)（生活支援・介護予防サービス基盤
整備事業(09-03-02-05-580-12)に移行）

市主催の戦没者追悼式の開催、各地区慰霊祭への供物、遺族会
への補助金交付により、戦没者の追悼と反戦意識の向上を図りま
す。

消費税引上げに際し、低所得者に与える負担の影響に配慮した
暫定的な給付措置。

民生委員児童委員及び主任児童委員への活動の支援により、社
会福祉の増進を図ります。

２０２５年問題に向け、各住民自治協議会単位に協議体（地域ケ
アネットワーク会議）を設置するため、社会福祉協議会への委託
事業。

平成２５年度より、県から権限委譲された社会福祉法人の許認可
及び指導監査を行います。

低所得者に対する社会福祉法人が提供する介護サービス等費用
の減額事業

生活保護業務を適正に行うための事務経費。

2,189,742

963

33,538

1,542,607

20,421

1,885,912

109,463

6,149

11,118

120,298

10,683

福祉有償運送支援事業(01-
03-01-01-185-55)

3

27
重
点

事務事業名

社会福祉一般事務経費(01-
03-01-01-183-01)

3

28
重
点

1206 地域における、見守り、支えあう体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 →

10,988

6,542

10 →929 899
社会福祉法人認可・指導監
査事業(01-03-01-01-183-
53)

→9,66009 1

12 →11,327

11 →

9,650

介護保険サービス利用者負
担軽減制度事業(01-03-02-
01-207-52)

生活保護事務経費(01-03-
05-01-235-01)

963

14 →3,768 3,176

家族介護支援事業(09-03-
02-05-580-03)

生活支援給付金(01-03-05-
01-236-51)

→13 2,571
介護方法の指導や要介護被保険者を現に介護する家族の支援
のための事業経費

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の
支援に関する法律」基づく支援給付。

1,794

15 →

11,640

扶助費(01-03-05-02-237-
51)

地域自立生活支援事業(09-
03-02-05-580-02)

介護相談員が該当施設を訪問し利用者等の声を聞き対応するこ
とで、施設サービスの向上を図る。食事を調理・買い物することが
困難な高齢者に対し、見守り支援を兼ねた配食サービスを行う。

「生活保護法」に基づく、扶助費及び救護施設事務費。 1,478,154

07

08

地域福祉体制づくり事業
(01-03-01-01-185-58)

遺家族等援護事業(01-03-
01-01-635-01)

臨時福祉給付金給付事業
(01-03-01-01-912-52)

民生委員活動経費(01-03-
01-02-186-02)

0

→2,378

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

387,053

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

住民自治協議会に地域の課題の把握、共有、課題解決に必要な「地域ネットワーク会議」設置については、社会福祉
協議会と協働し、市内39自治協のうち18自治協に設置しました。これにより地域の見守りや支え合い体制づくりを進め
ていきます。

第2次再生計画期間内には、全ての住民自治協議会に地域ネットワーク会議を設置します。

中
間
総
括

→

2,337

→129,561

17 1 →1,601 1,3942
地域福祉計画推進事業(01-
03-01-01-185-02)

18

16

1,797,700

地域福祉計画策定事業(01-
03-01-01-185-53)　ほか

2 第２次伊賀市地域福祉計画に基づく地域福祉の実践経費

17,563

613

9,5091
生活支援・介護予防サービ
ス基盤整備事業(09-03-02-
05-580-12)

→12,480

→8,120


